
「休日のまとめ取り  

本当に“リフレッシュ”できる制度なの？」 

道教委発行リーフレットから考える 

「１年単位の変形労働時間制」 

 
 昨年 12月、国会は様々な批判を押し切り、公立学校に「１年単位の変形労働時間制」の 

導入を可能とする「給特法一部改正案」を可決しました。そして、道教委は、北海道でこの制度を導入するた

めに、第４回定例道議会での条例制定を目指しており、12月にも条例が可決される可能性があります。 

 学校現場や研究者、法律の専門家等から多くの問題点が指摘され、制度導入の効果にすら疑問の声が上がっ

ています。それらの疑問や危惧に対して、道教委はこの制度は選択的導入であるとし、「一律で導入しなければ

ならないものでない」としていますが、学校現場では、「この制度がどのような制度かまったくわからない」と

いう声が聞かれ、内容がわからないまま、導入するには、あまりにも問題をはらんだ制度です。 

 そこで、道教委が作成したリーフレットをもとに、さらに詳細を示した資料を作成しました。「休日のまと

め取り」として甘い言葉で打ち出されたこの制度の本質を理解するため、そして、もし、導入されたとき学校

現場はどうなるのか？ 一人一人がわが事として具体的に考えるための一助としてください。  

（北海道高等学校教職員組合・全北海道教職員組合 作成） 

 

 

 

 

１ 「１年単位の変形労働時間制とは」について 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 割振り変更制度との併用が可能、しかし・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 導入の目的 

 

 

 

 

「超勤分」で平日の勤務時間を短くするなどの運用はできません。また、「超勤分」の回復は、必ず長期休業

中の「休日」にしなければならず、通常の勤務時間「７時間４５分」を単位とする必要があります。 

「個人単位での活用」というのは、「職場の中で活用する人、しない人がまちまちでも可」ということ

です。一定、道教委も強制の歯止めについて言及していますが、「配慮」や「くみ取る」などと曖昧な表

現であり、制度を活用する教職員を決めることは、管理職に裁量が委ねられた制度です。 

 

「1年単位の変形労働時間制」の１日あたりの時間制限は

10 時間です。そのため、割振り変更制度（1日 16 時間まで

可）のように修学旅行の夜間勤務は対応できません。それら

制度の併用は、同時期を重ねて適用することはできません。

ただし、右の図のように、運用期間をずらせば両制度の適用

は可能です。しかし、割振り変更だけでも、勤務管理が手間

ですが、さらに厳格な勤務管理が必要な「１年単位の変形労

働時間制」の勤務管理が加わった場合、適正に事務処理でき

るのでしょうか？ 管理職の過重労働が心配です・・・ 

9・10月は、割振り 

変更の設定は可能 

 この制度を使わなくても、年休を使え

ば、連続した休みを取ることができます。

実態として超勤があるからと言って、そ

れを追認するような制度が、「リフレッ

シュ」となるのでしょうか？ しかも、

介護や育児がある人が同じように働けな

い職場が「魅力ある職場」ですか？ 
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４ 活用の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとつでも、条件がクリアできなくなった場合、活用 

が中断となります。例えば、活用の条件をクリアする 

ため、在校等時間がオーバーしないよう、実際とは違う記録にした場合、それは、虚偽報告にあた

り、そのことが、明らかになれば活用は中断されます。加えて、管理職の責任も問われます。 

 

５ 勤務日や時間の限度 

 この制度を活用するには、左記の条件

をすべてクリアしてなければなりませ

ん。これは、「１年単位の変形労働時間制」

が労働者にとって負荷のかかる勤務時間

制度であり、過重労働を防ぐためです。 

左記の条件は努力目標ではなく、必ずク

リアしなければなりません。そのため、そ

れぞれの条件に対してクリアしているか

どうかチェックも必要なはずです。果たし

て、このチェックが、今の現場の実態から、

できるのでしょうか？ 

 とある管理職が、「この制度は、条件クリ

アを真剣に考えれば、今、使える職場はな

い」と言ったそうです。また、学校現場か

らは、「過重労働が深刻な職員が使えない

矛盾した制度」「そもそも、この条件をクリ

アしていれば、十分に改善が進んだ職場で

は？」など、知れば知るほど、制度の矛盾

が明らかになります。 

 「1 年単位の変形労働時間

制」の対象期間に設定した場

合、その期間の連続勤務日数は

制限されます。また、1日の勤

務時間の限度だけでなく、週

52 時間や年 280 日までなどの

制限もあります。1日 8時間を

超える勤務時間の場合、休憩時

間は 45 分から 1 時間となり、

10 時間勤務をした場合は、11

時間も拘束されます。 
 

 この資料だけでは、制度について、説明しきれない

部分がたくさんあります。 

 労基法上の「１年単位の変形労働時間制」は、様々

な細かい部分、さらには導入の是非も含めて、労働者

と使用者が対等に話し合い、両者の合意による「労使

協定」によって導入するものです。しかし、教職員の

場合には、国の法改正により地方自治体が条例を制定

することで導入できるとしてしまいました。つまり、

労働者側の裁量を奪われたのです。 

 日本で、「１年単位の変形労働時間制」が導入され

たのは、1993 年労基法改正により、週休２日制（週４

０時間労働）が導入される際、「残業代を払いたくな

い」という使用者側の思惑の中で導入された制度で

す。Web ページでも、企業のサポートを専門とする弁

護士らが、メリットとして「残業代の節約になる」と

紹介しているのです。 

 問題の根本は、仕事に見合った人員を配置していな

いこと、また、働いた分の残業代を未払いにしている

ことなのです。定数改善や「残業代を払わない」とし

た給特法の改正は、すぐには実現しないかもしれませ

んが、「１年単位の変形労働時間制」を導入すること

で、本来すすむべき方向へ進まなくなるかもしれない

のです。自分が活用したとしたら、また、未来の教職

員の働き方を想像したら、どうなるのか、ひとり一人

が考えなければなりません。 
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